
AIやIoTなどの技術革新が進み、デジタ

ルエコノミーが世界各地で同時に立ち

上がっている環境下で、多くの企業は経営や

事業に抜本的な変革が求められています。

　このような時代にあって、日本や世界のある

べき姿を描き、企業経営の方向性を考えるた

めに、NRIでは2017年から「デジタルが拓く

近未来」をテーマに掲げたフォーラムを開催し

ています。

　2回目を迎える2018年は、世界でもトップ

クラスのランキングを誇るビジネススクールで

あるIMDのマイケル・ウェイド教授と「デジタ

ル資本主義」における未来の産業像を洞察す

るとともに、NRIの多彩な専門家の議論を通じ

て、企業としての戦略のあり方を提示しました。
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基調講演

デジタルが変える
産業の未来

経 済活動は大きなパラダイ
ム・シフトを迎えていま
す。労働力を価値の源

泉として18世紀以降続いてきた産
業資本主義から、デジタル化された
情報が価値の源泉となる「デジタル
資本主義」へと経済システムの構造
転換が進みだしています。NRIで
は、このような経済システムの変化
に合わせて、社会や産業、ビジネス
や経営のあり方を抜本的に組み換
えるデジタルトランスフォーメーション

（DX）が求められていると捉えてい
ます。

生産者視点で見るGDPの限界

　GDP（国内総生産）の伸びが停
滞しているにもかかわらず、NRIの
調査では、2010年前後から「自分
の生活レベルが向上した」と感じて
いる日本の生活者が徐々に増えて
いることが判明しています。

　この背景には、デジタル化によっ
て消費者余剰（消費者が最大支
払ってもよいと考える価格と実際の
取引価格の差分）が大きくなってい
ることがあります。インターネット配
信が主流となった音楽コンテンツが、
この好例です。音楽業界では、CD
というモノを製作したり、卸や小売
りにマージンを支払ったりする必要
がなくなったため、消費者はネット
経由で、安価に楽曲単位でコンテン
ツを購入することが可能になりました。
　消費者余剰の重要性が高まりつ
つあるにもかかわらず、GDPに

は反映されていません。消費者
余剰を理解する第一歩は、GDE
（国内総支出）を見ることです。
「三面等価の原則」でGDPと
GDEは等価ですから、GDEに
も消費者余剰は含まれませんが、
消費者側の視点を提供してくれ
るというメリットがあります。

「aaS」で産業を再定義する

　例えば自動車は、GDP統計上
は「輸送用機械製造業」に属します
が、GDE側からみると「交通」とい
うカテゴリーに区分されます。中国
の配車サービス会社、滴滴出行など
のようなモビリティサービス事業で
は、自動車はサービスのための一つ
の手段に過ぎません。自動車という
モノの価値ではなく、リアルタイムで
需要と供給をマッチングするサービ
スや、ビッグデータを分析して交通
需要の発生を予測したサービスなど、

野村総合研究所  代表取締役社長

此本 臣吾

利用者に提供されるモビリティに関
連する様々なサービスの価値の方
が大きな意味を持っています。テレ
マティクス保険や故障・消耗予知保
全、あるいは、ライドシェアなどを考
えれば、製造業としての自動車生産
額より、こうしたサービス領域の消
費額の方が伸び率は高くなるでしょ
う。このように、デジタル資本主義
の下では生産者側ではなく、消費者
が商品・サービスを利用する際の視
点で産業を捉える必要があるのです。
　つまり、製造業は「アズ・ア・サービ
ス（aaS）」に業態を転換する必要が
あります。自動車であればMobility 
as a Service、冷蔵庫は家事の負
担軽減のためのHousekeeping as 
a Service、携帯電話は交流や会
話のためのCommunication as a 
Serviceとなります。こうなると生産
者視点からの産業区分は用をなしま
せん。

　産業資本主義は、モノを供給する
ことで生産者の利潤を最大化するこ
とが追求する価値であり、その源泉
は労働力（労働生産性）でした。他
方、デジタル資本主義は、aaSを通

じて消費者の効用の最大化が追求
する価値であり、その源泉はデジタ
ルデータ（知識生産性）に他なりま
せん。そして、このデジタル資本主
義の最大の担い手になるのが「プ
ラットフォーマー」です。

プラットフォームが大きな価値に

　本日の特別講演にご登壇いただ
くマイケル・ウェイドさんは、顧客へ
の価値提案（バリュー）を起点に戦
略を立案することが重要だと指摘
しています。最新のデジタル技術
を駆使することによって、①価格を
大幅に引き下げる「コストバリュー」、
②新しい顧客体験をもたらす「エ
クスペリエンスバリュー」、③ネット
ワークによって様々なプレーヤーと
つながることで価値を生み出す「プ
ラットフォームバリュー」─という3
つのバリューが競争優位性に結び
つくと分析されています。
　これら3つの中でも、最も大きな
競争優位性を生み出すのがプラッ
トフォームバリューです。圧倒的な
ユーザー数を獲得した上で、異業
種の企業との協業でエコシステムを
構築できれば、後続企業が追
随できないような優位性を築け
ます。その典型例はアマゾンや
楽天ですが、実は、食料、保険
医療、理美容、住居・水道光熱、
交通など私たちの推計でも消
費者余剰の創出が十分ではな
い分野が数多くあります。B2B
の分野の多くでも消費者余剰

が創出されていません。これらの分
野ではプラットフォーム構築の潜在
需要が十二分に残されていると考え
られます。

　一方で、プラットフォーマーの巨
大化に伴う脅威も顕在化しつつあ
ります。実際、EU（欧州連合）では
プラットフォーマーの監視を強化し
ています。欧州委員会がプラット
フォーマーに対する新規制案を公
表し、最短で2019年に承認される
予定です。デジタル資本主義のダー
クサイドへの警戒感が高まっている
とも言えます。市民の意思（主権）
の尊重など、デジタル資本主義でど
のような社会を目指すべきかという
コンセンサスを深める議論が必要
でしょう。■

【このもと・しんご】 1985年に東京大学大
学院工学研究科を修了後、野村総合研究所
に入社。台北事務所長や同支店長を経て、
2004年に執行役員に就任。常務執行役
員や専務執行役員、代表取締役専務執行役
員を経て、2016年4月から現職
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【マイケル・ウェイド】IMDによる企業幹部
向け研修「リーディング・デジタルビジネス・
トランスフォーメーション」の統括教授。各
国企業のデジタル変革の研究と指導に従事。
著書に「対デジタル・ディスラプター戦略～
既存企業の戦い方」（日本経済新聞出版社）

【こたに・まおこ】日本航空株式会社を経て、
NHKのキャスターに。1998年からテレビ
東京「WBS（ワールドビジネスサテライト）」
のメインキャスターを16年間担当。2014
年より、BSテレビ東京「日経プラス10」の
メインキャスターを務める

特別講演

「デジタル・ディスラプション」の
インパクトと日本企業

IMD 教授 │ Global Center for Digital Business Transformation 所長

マイケル・ウェイド 氏

多くの産業分野にデジタル・
ディスラプター（破壊的イ
ノベーター）が現れ、既

存企業と熾烈な競争を展開していま
す。日本において重要な産業である
自動車も例外ではありません。自動
車メーカーではないディスラプターが
現在、自動運転に膨大な投資を行っ
ています。自動運転が実用化され

N
RIは、高齢化・人口減少
に直面する日本社会・経
済の再活性化、製造業の

未来戦略の立案、地方創生などの
テーマに取り組んでいる。こうした
課題の解決に向けて、日本企業は
デジタル化のインパク卜をどのように
捉え、生かしていけるのか。
　本フォーラムの締めくくりとして、
これをテーマとしたパネルディスカッ

ションを開催した。キャスターの小
谷真生子氏をモデレーターとして、
気鋭のコンサルタントが、転換期
におけるデジタルトランスフォーメー

ション（DX）のあり方を議論した。

専門家の視点からDXを解説

　冒頭で小谷氏が「このセッション
には、専門分野が異なる4人のコン
サルタントが登壇しています」と前置
きした上で、それぞれの分野におけ
るDXの動向と日本企業のとるべき

れば、自動車の数は大きく減る可能
性があります。自動車の稼働率は現
時点で約4％ですが、これが大幅に
向上すると見込まれているからです。

他業界にも大きな影響が

　自動運転の普及は他業界にも大
きな影響を与えることになります。事
故が減ることによって保険や医療業
界に影響を与えるでしょうし、車内
の快適性や過ごし方の自由度が向
上するのでホテルや旅客業、外食産
業などにもマイナスに働くでしょう。
　このようなディスラプション（創造
的破壊）は世界的な潮流となって
いますが、日本企業は危機感が希
薄なのが現実です。IMDが米シス
コと共に設立した研究所・Global 
Center for Dig ita l Business 

Transformationの調査によると
「デジタル・ディスラプションが取締
役会レベルの懸案事項となっている

戦略を尋ねた（詳細は6～7ページ
を参照）。
　ICT・メディア産業のコンサルタン
トとして長年、企業改革を支援して
きた石綿昌平は、DXがもたらす変
化を「データに基づいて機械が意思
決定を行い、その実現に向けて人
間が奔走する世界に変わること」だ
と指摘。運輸・物流業界のデジタ
ル化の支援に長らく携わっている村
岡洋成は、「本来の需要に合わせた
供給の実現」が、この業界における
DXだと見ているという。
　製造業のコンサルタントとして
「製造業のサービス化」の支援に取
り組んできた重田幸生は、同業界に
おけるDXは「顧客への売り方の変
化」だと分析する。不動産業界に
おいてデジタル化に向けた改革を支
援しているシステムコンサルタントの
吉田純一は「建築物のデジタル化に
よるビジネスモデルの変革」が不動

か？」という設問に対して、日本を除
く世界中の企業では64.0％が「はい」
と答えているのに対して、日本企業
の回答は34.5％にとどまっています。

デジタル化のアジリティを高める

　日本のビジネスリーダーの皆さ
んが成功を収めるためのポイントは、
デジタル・ビジネスに対するアジリ
ティ（俊敏性）を高めることです。そ
のためには、①ビジネス環境におけ
る変化を見つけて追跡監視する「ハ
イパー・アウェアネス」、②与えられ
た状況の中で最善の決定を下す「イ
ンフォームド・デシジョンメーキング」、

③計画を迅速かつ効果的に実践す
る「ファスト・エグゼキューション」─
という3つのケイパビリティを獲得す
ることが必要です。デジタル化は業
績を上げるための手段です。経営
戦略と一体となったデジタル戦略を
描くことが大切です。■

産業界のDXだと指摘する。
　セッションの最後には、モデレー
ターの小谷氏が「本日の講演や議
論から、デジタル化でビジネスをど
のように変えていくべきかという指針
が示されたと思います。ご来場いた
だいた皆様の変革の一助になれば
幸いです」と総括し、フォーラムは
幕を閉じた。■

パネルディスカッション
デジタルトランスフォーメーション時代に
日本企業がとるべき
事業戦略とは

［パネリスト］
石綿 昌平 │ NRI上席コンサルタント
村岡 洋成 │ NRI上級コンサルタント
重田 幸生 │ NRI上級コンサルタント
吉田 純一 │ NRI上級システムコンサルタント

［モデレーター］
小谷 真生子 氏
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【いしわた・しょうへい】  ICT・メディア業界
を中心に、経営戦略、事業戦略、新規事業
立案・実行支援、産業政策立案支援をテー
マとするプロジェクトに参画。NRIの人事・
組織開発の実行部門を経て、デジタル変革
やアナリティクス支援を先導 【しげた・ゆきお】電機・機械関連の製造業

やエネルギー産業を中心に、事業戦略立案
や新規事業開発、ポートフォリオマネジメン
ト、M&Aなどをテーマとするプロジェク卜
に参画。近年は、DXに関するプロジェクト
を多数実施

【むらおか・ひろしげ】運輸、流通、不動産
などを中心に、事業戦略立案、新規事業開
発や、海外展開支援、M&A支援のプロジェ
クトに多数参画。現在は運輸・物流分野を
対象に、サービスイノベーションやDXを支
援するコンサルティングに従事

【よしだ・じゅんいち】不動産業を中心に、
企業の情報システムに関わるコンサルティ
ングやシステム開発プロジェクトに従事。全
社システムデザインに加え、デジタルマーケ
ティングや、AI・IoTなど新技術の活用に精
通。多数の顧客のDXを支援

通信・メディアにおけるDXを象

徴しているのが音楽業界です。

基調講演でも説明があったように、コ

ンテンツの単価が下がった結果、こ

の業界の消費者余剰は大きくなりま

した。コンテンツの市場規模は大き

く減っていますが、実は消費者がライ

ブに投じるお金が急速に伸びていて、

音楽業界全体の市場規模はそれほど

は縮小していません。拡大する消費

者余剰をどう取り込んでいくかがポイ

ントになります。

　DXの進展に伴って、商品・サービ

スの細分化が進むので、個々の消費

者の嗜好といかにマッチングするか

が重要な課題になるでしょう。この

家 電に代表されるように、製造

業界ではさまざまな領域でコ

モディティ化が進んでいます。このよ

うな成熟化した市場では、新規需要

だけではなく、更新需要を取り込むビ

ジネス、すなわちストックビジネス化

への変革が求められるでしょう。使っ

た分だけ課金する従量課金型や成果

に応じて報酬をもらう成功報酬型の

ビジネスです。

　日本の製造業はこれまで、製品の

性能に価値を置いてモノを作り売って

交通の分野では「MaaS（Mobility 

as a Service）」というキーワー

ドが注目されるようになりました。こ

れは、交通関連で実質的には分断さ

れているサービスを仮想的に一つの

不 動産業界では、建築物のデジ

タル化が急速に進んでいます。

最先端のビルは、センサーなどのIoT

機器と、獲得したデータを処理する

ためのコンピュータの塊です。これ

らを利用することで、不動産を介して

様々なサービスを提供できるように

なってきています。

　一方で、人口減少に伴い国内の新

設住宅市場は縮小します。このため、

領域では、AIが大きな力を発揮しま

す。将来は、AIを搭載した機械と人

の関係も変わってくるでしょう。これ

までは、人間が決めたことを機械にや

らせてきたのですが、デジタル化が進

むと、この関係が逆になるでしょう。

　既に、EC（電子商取引）の大手で

はモノを売る量も価格も機械が決め

ており、機械化できない部分を人間

が担っています。今後はさまざまな

業界において、機械が戦略を決定し、

それを実行するために人間が動くと

いうことになるでしょう。機械

による意思決定と人間の行動

の整合こそが変革の肝となりま

す。■

きました。性能の向上に合わせて価

格を上げるという取り組みです。しか

し、新規需要が少なくなると、こうし

た従来型のモノづくりが行きつく先

は、価格競争だけになってしまいます。

　今後、お客様が買うのは製品の性

能ではなく、その製品を通じて得られ

る利用価値になるのです。こうした考

え方は「バリュー・ベースト・プライシ

ング」と呼ばれています。メーカーは、

製品の利用価値をいかに追求するか

という考え方をしなければなりません。

　現在、製造業界ではIoTやAI

のPoC（概念実証）が幅広く展

開されており、DXの効果・効能

の理解が進みつつあります。顧

ものとして提供するという概念

です。MaaS化 が 進むことに

よって、本来の需要に合わせた

供給が実現されるようになりま

す。デジタル化で需要側と供給

側が常につながることによって、

お客様の嗜好やニーズが把握で

きるようになり、それに合わせ

てより細分化した供給が実現できる

ようになるのです。単に移動手段を

提供するだけでなく、移動と目的を統

合したサービスをユーザーに対してオ

ンデマンドで提供するような形態で

す。こうしたサービスでは、利用価値

を再定義することが必要でしょう。

　交通・物流の領域では、まだまだ

無駄が多いのが現実です。乗用車の

非稼働時間は98％、商用トラック

の未稼働スペースは60％となってい

ます。都市内では、自動車のために

43％ものスペースを費やしています。

MaaS化が進展することによって、こ

うした無駄が大幅に削減されること

になります。それに伴って、生活者の

消費者余剰も大きく増えるはずです。

企業にとっては、これをいかにマネタ

イズするかが変革のポイントとなるで

しょう。■

多くの不動産会社は売り切り型

のビジネスからストック型ビジ

ネスへの転換を目指しています。

　不動産業界の「aaS化」とは、

快適な「家」の提供から、快適

な「生活」を提供するビジネス

への転換といえます。提供サー

ビスを生活全体に拡大すること

でストック型のビジネスを実現しま

す。このとき、デジタル化した不動

産は、暮らしのデータを蓄積・活用し、

様々なサービスを提供するサービス

提供の「プラットフォーム」になると

考えられます。これを一言で表すな

らば「不動産がスマホ化する」という

ことです。

　ただし、こうしたサービスは不動

産会社が単独で実践できるわけでは

ありません。IoT機器やソフトウェア

を提供するテック企業、生活に関す

るサービスを提供している企業など

異分野との協業が必要になるでしょ

う。■

客にとっての利用価値を試算する仕

組みを作れば、業績に結びつけるこ

とが可能でしょう。■

通信・メディア × DX
機械が決定して人間が奔走する世界へ

製造 × DX
性能重視から価値追求への変革が必須

交通 × DX
MaaSの進展で消費者余剰が増大する

不動産 × DX
不動産がプラットフォームになる

パネルディスカッション　デジタルトランスフォーメーション時代に日本企業がとるべき事業戦略とは

石綿 昌平

村岡 洋成

重田 幸生

吉田 純一
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2017年の社長講演の内容が書籍化されました─

『デジタル資本主義』  東洋経済新報社（2018年）
デジタル革命は資本主義の“常識”を覆す。その変化はGDPという従来の経済指標では捉えき
れない。新たに誕生する経済社会は、巨大企業が支配しロボットが雇用を奪う「純粋デジタル
資本主義」になるのか。あるいは、個人のスキルや未稼働資産が価値を生み出す資本となる「市
民資本主義」か、多くのモノが無料となり労働と余暇の区別も消滅したSFのような「ポスト資本
主義」なのか。大胆なシナリオを描き出す。（本書より）

PART Ⅰ
資本主義に何が起こっているのか
第1章 「停滞」する世界経済
第2章 資本主義 対 民主主義？

［目次］ PART Ⅱ
デジタル資本主義の登場
第3章 捉えきれない消費者余剰の増大
第4章 所有からアクセスへ
 ――シェアリング・エコノミーの登場
第5章 デジタルで変化する経済の課題
第6章 私有財から公共財・準公共財へ
第7章 デジタル資本主義の第3フェーズへの道
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PART Ⅲ
デジタル資本主義の多様性とその未来
第8章 デジタルを世界史のなかに位置づける
第9章 デジタル社会の多様性
第10章 資本主義のゆくえ

NRI
未来創発
フォーラム
について

NRIは企業理念「未来創発」に基づき、社内外の専門家・有識者による日本や世界の

未来の姿を考えるためのビジネスフォーラムを、毎年秋に開催しています。2017年からの

3年間は「デジタルが拓く近未来」を共通テーマに掲げて、日本や世界のあるべき姿や、企業

経営の方向性を考えています。2017年は、米国の著名な文明評論家、経済評論家でもあるジェレ

ミー・リフキン氏をお招きし、地方創生、金融、製造業がどう変わるかについて議論しました。

デジタルが拓く近未来（3年間共通テーマ）

2019（予定）

社会・産業のデジタル化提言
● 社会経済制度のあるべき姿
● GDPを補完する定量化指標

2017（開催済）

デジタルで変える日本の未来
● シェアリング・エコノミーの衝撃
● 第3次産業革命と限界費用ゼ

ロ社会
● 社会変革を成功させるポイント

2018（開催済）

デジタルが変える産業の未来
● デジタル・ディスラプション
● 日本企業がとるべき事業戦略


